
京都市告示第   号  

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条に基づき，平成３０年度

京都市一般廃棄物処理実施計画を次のように定めたので，京都市廃棄

物の減量及び適正処理等に関する条例第２９条の規定に基づき，告示

します。  

平成３０年３月３０日  

                   京都市長 門川 大作  
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第１ 一般廃棄物の処理量の見込み 

１ ごみ 

２ 犬，猫等の死体及び実験用動物の死体等 

３ し尿及び浄化槽汚泥 

第２ 一般廃棄物の処理主体 

１ ごみ 
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３ し尿及び浄化槽汚泥 

第３ 処理計画 
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  収集・運搬，中間処理及び最終処分計画量 

  ごみの減量計画 

ア 新・京都市ごみ半減プランに基づく新しいごみ減量の取組の推進 

イ 家庭ごみの分別・リサイクル 

ウ 事業ごみの分別・リサイクル 

エ 大型ごみ等のリサイクル 

オ 地域と連携したごみ減量の取組 

カ ごみ減量を促進する制度，普及啓発等 

  収集・運搬計画 

ア 収集区域 

イ 収集・運搬に係る施設 

ウ 収集するごみの区分及び排出・収集方法 

エ 収集しないごみ 

  中間処理計画 

ア 中間処理施設の概要 

イ 中間処理施設での受入（直接搬入の場合） 

  最終処分計画 

ア 最終処分施設の概要 
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イ 最終処分施設での受入（直接搬入の場合） 

２ 犬，猫等の死体 

  収集・運搬，中間処理及び最終処分計画量 

  収集・運搬の概要 

  施設の概要 

３ し尿及び浄化槽汚泥 

  収集・運搬及び処理計画量 

  収集・運搬の概要 

  前処理施設の概要 
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【語句の定義】 

本計画において使用する用語は，「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び

「京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例」において使用する用語の

例によるほか，以下のとおりとする。 

 

・市受入ごみ 

・家庭ごみ 

家庭での日常生活から排出され，市が収集する燃やすごみ及び資源ごみ等の

ごみ（一部のマンション等のごみは，一般廃棄物収集運搬業許可業者が収集） 

・燃やすごみ 

下記の資源ごみと大型ごみを除くごみ（家庭から出る生ごみや資源化 

できない紙くず等） 

・資源ごみ 

市が定期的に収集する資源ごみ（プラスチック製容器包装，缶・びん・

ペットボトル，小型金属類・スプレー缶），拠点で回収する資源ごみ（蛍光

管，乾電池，使用済てんぷら油など） 

※ 使用済てんぷら油などについては，拠点回収に出すことを奨励してい

るが，燃やすごみとして排出された場合も収集を行う。 

・大型ごみ 

家具や寝具，電気器具（ただし，エアコン，テレビ，冷蔵庫・冷凍庫，

洗濯機・衣類乾燥機，パソコンを除く。）などの大型ごみ 

・不法投棄ごみ等 

不法投棄ごみ及び都市美化ごみ（街頭ごみ容器に排出されるごみ，道路・

河川・公園の清掃により生じたごみ等） 
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・事業ごみ 

事業活動に伴って生じたごみのうち，産業廃棄物を除くごみ 

※ 市の処理施設で処理されているもののほか，樹木せん定枝，木くず，

食品廃棄物等のリサイクルが可能なものについては，民間の再資源化施

設でも自主的にリサイクルされている。 

・業者収集ごみ 

一般廃棄物収集運搬業許可業者によって許可車両で収集され，市の処理

施設に運搬されるごみ 

・持込ごみ 

事業者及び一般廃棄物収集運搬許可業者が許可車両以外でクリーンセン

ターに直接持ち込むごみ（市民が直接持ち込むごみも含む。） 
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第第第第１ １ １ １ 一般廃棄物一般廃棄物一般廃棄物一般廃棄物のののの処理量処理量処理量処理量のののの見込見込見込見込み み み み 

１ ごみ                  ４０５，１７０ｔ／年 

    備考 集団回収等，事業者による直接資源化分は含まない。 

２ 犬，猫等の死体及び実験用動物の死体等 

（犬，猫等）   １０，０００体／年 

（実験用動物等）     ４２ｔ／年 

３ し尿及び浄化槽汚泥             １６，０００k ／年 
 

第第第第２ ２ ２ ２ 一般廃棄物一般廃棄物一般廃棄物一般廃棄物のののの処理主体 処理主体 処理主体 処理主体 

１ ごみ 

種類 収集・運搬 中間処理 最終処分 

家庭ごみ 市 市 市 

不法投棄ごみ等 市 市 市 

事業ごみ 許可業者，排出者 市，許可業者等 市 

備考 家庭ごみの収集・運搬については，排出者の意向により一般廃棄物収集運搬

業許可業者（以下「許可業者」という。）が行う，又は資源化可能な紙ごみの回

収業者が行うことがある。また，中間処理についても民間施設で行うことがあ

る。 

２ 犬，猫等の死体及び実験用動物の死体等 

種類 収集・運搬 中間処理 最終処分 

犬，猫等 市 市 市 

実験用動物の死体等 許可業者 許可業者 許可業者等 

３ し尿及び浄化槽汚泥 

種類 収集・運搬 処理 

し尿 市 市 

浄化槽汚泥 許可業者 市 
 

第第第第３ ３ ３ ３ 処理計画 処理計画 処理計画 処理計画 

１ ごみ 

「新・京都市ごみ半減プラン－京都市循環型社会推進基本計画（２０１５

－２０２０）－」に基づき，以下の取組により，２Ｒ（リデュース（発生抑

制），リユース（再使用））と分別・リサイクルの促進を柱とするごみ減量の

取組を推進するとともに，ごみを適正処理する。 
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  収集・運搬，中間処理及び最終処分計画量 

次頁「図 ごみの収集・運搬，中間処理及び最終処分計画量」のとおり 
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  ごみの減量計画 

本市のごみの組成は，家庭ごみ，事業ごみともに生ごみが４割，紙ごみ

が３割と突出して多く，中でも取組による減量効果が期待できる，手付か

ず食品や食べ残しといった食品ロス，リサイクル可能な紙ごみを中心に，

ごみ減量を進めていく。 

ア 新・京都市ごみ半減プランに基づく新しいごみ減量の取組の推進 

(ｱ) ２Ｒ（発生抑制・再使用）の促進 

ａ 条例に基づく，市民，事業者，京都市の協働による２Ｒの取組の

推進 

２Ｒを中心とするごみ減量に関する事業者，市民等による取組，

事業者による取組の実施状況等に関する報告制度，事業者による取

組の実施状況を把握するための市民モニター制度など，２Ｒに関す

る取組を推進する。 

ｂ ピーク時からの食品ロス半減に向けた取組の推進 

(a) 生ごみ３キリ運動の更なる推進 

家庭ごみの約４割を占める生ごみの減量を目的に，食材を使い

切る「使いキリ」，食べ残しをしない「食べキリ」，ごみとして出

す前に水を切る「水キリ」の３つの「キリ」に関する市民意識の

向上を図るための啓発運動の更なる推進を図る。 

(b) 食べ残しゼロ推進店舗認定制度の普及拡大 

「生ごみ３キリ運動」を推進している飲食店や宿泊施設である

「食べ残しゼロ推進店舗」の拡大を図るとともに，ＰＲの取組を

推進する。 

(c) 食品ロス削減等推進事業 

・ 京都市食品ロス削減推進販売店舗認定制度（仮称）の創設 

食品の販売から購入（消費）段階での食品ロス削減を促進す

るために，販売期限の延長等，食品ロスの削減に取り組む店舗

（事業者）を「食品ロス削減推進販売店舗（仮称）」に認定する

制度を創設する。 

認定制度の構築に当たっては，平成２９年度に賞味期間の短
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い品目を中心に実施した販売期限延長等の社会実験について，

平成３０年度は，再度食品スーパーの協力を得て，実験期間を

延長し，賞味期限の長い加工食品等にも対象を広げて効果を検

証する。 

・ 小売業から排出される食品ロスに係る調査 

市内小売業（主にコンビニエンスストア及び食品スーパー）

における食品ロス削減について，事業者が実施している優良な

取組を普及・拡大するための方策を検討するとともに，食品廃

棄量の調査により，リサイクル可能量の推計を行い，食品ロス

削減につなげていく。 

・ 食品ロス削減全国大会の開催 

食品ロス削減に取り組む自治体が参加する「全国おいしい食

べきり運動ネットワーク協議会」とともに，京都市内で第２回

食品ロス削減全国大会を開催する。 

・ 地域学習会「しまつのこころ楽考（がっこう）」の実施 

食品ロスの削減やごみ減量に関する学習会を市内各所で開催

する。 

・ フードバンク等活動支援助成制度の運用 

企業等から寄付された食品を福祉施設等に無償提供するフー

ドバンク等の活動をはじめとした食品ロス削減の取組を支援す

る。 

(d) ３０・１０(サーティ・テン)運動の周知 

宴会等での食べ残しを減らすため，開始後３０分と終了前１０

分は自分の席にて料理を楽しむ３０・１０(サーティ・テン)運動

の周知等を実施する。 

(e) その他，２Ｒ（発生抑制・再使用）の促進に係る取組 

・ 環境にやさしい「京都エコ修学旅行」の推進 

修学旅行生をターゲットとし，「京都エコ修学旅行宣言」をし

ていただいた学校の生徒に対し，環境にやさしい観光，修学旅

行を実践していただく。 
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ｃ レジ袋有料化等，レジ袋削減の取組の強化 

(a) レジ袋使用枚数の最も多い業態である食品スーパーにおけるレ

ジ袋有料化の市内全店舗への拡大実施に向けた取組の推進 

平成２７年１０月に市内の各店舗の合計面積が１，０００㎡以

上の食品スーパーが一斉にレジ袋有料化を実施した。今後は，市

内すべての食品スーパーのレジ袋有料化に向け取組を推進する。 

(b) コンビニエンスストア等の食品スーパー以外の業態におけるレ

ジ袋有料化等，レジ袋削減の取組の拡大 

食品スーパー以外の業態における有料化等のレジ袋削減の取組

を推進するため，関係事業者との意見交換，検討を行い，取組の

拡大を図る。 

ｄ イベント等のエコ化の推進 

(a) 京都市認定エコイベント等の普及拡大 

ごみ減量に取り組むエコイベント等の拡大に向けた取組を推進

する。 

(b) リユース食器の普及拡大に向けた導入支援等の推進 

リユース食器利用促進助成制度の活用など，リユース食器の更

なる利用拡大に向けた取組を推進する。 

(c) 祇園祭をはじめとしたお祭り等におけるごみ減量の取組の推進 

主催者等と連携した取組等を推進する。 

(d) 分別リユースごみ箱の貸出 

イベント等のエコ化の推進ため，分別リユースごみ箱の貸出を

行う。 

(ｲ) 分別・リサイクルの促進 

ａ 条例に基づく，徹底した分別によるリサイクルの推進 

条例に基づく，分別・リサイクルの徹底に関する周知・啓発等の

取組を推進する。 

ｂ 市民の自主的な分別・リサイクルを促進する仕組みの充実・強化 

(a) 紙ごみ削減推進事業 

コミュニティ回収制度の助成対象をマンション管理会社等にも
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拡充するとともに，ごみ分別の啓発・指導を行う指導員を新たに

配置し，コミュニティ回収制度利用の促進や分別が進んでいない

とみられる賃貸マンションにおける雑がみ等紙ごみ分別・リサイ

クルの取組を促進する。 

(b) 古着のコミュニティ回収での回収拡大 

古着回収の促進に向けた周知・啓発を行うとともに，平成３０

年度から古着類を回収必須品目とし，古着回収実施団体数，参加

世帯数の拡大を図る。 

(c) せん定枝の分別排出機会の拡大 

まち美化事務所による分別収集や移動式拠点回収での回収を推

進する。 

(d) 小型家電，電池，水銀含有廃棄物（蛍光管等）をはじめとする

資源物及び有害・危険ごみの回収の促進 

・ 小型家電回収の拡大 

小型家電の回収拠点の拡大等を行うなど，更なる回収促進を

図る。 

また，使用済小型家電から回収した貴金属を京都マラソンの

優勝メダルや祇園祭山鉾の金工品等に活用することにより，資

源リサイクルの「見える化」を行い，市民の分別・リサイクル

意識の向上を図る。 

・ 電池回収拠点の拡大，水銀含有廃棄物の回収促進 

電池の回収拠点を拡大するとともに，電池や水銀含有廃棄物

の回収促進に向けた周知・啓発を行う。 

イ 家庭ごみの分別・リサイクル 

(ｱ) 資源ごみの分別収集 

家庭から排出される缶・びん・ペットボトル，小型金属類・スプレ

ー缶及びプラスチック製容器包装については，分別収集を実施する。 

(ｲ) コミュニティ回収 

古紙，雑がみ，古着類及び缶・びん等について，町内会等の地域コ

ミュニティが主体となって多様な資源の回収を行うコミュニティ回
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収を推進する。 

(ｳ) 資源化可能な紙ごみの分別・リサイクル 

家庭から排出される燃やすごみに多く含まれる「雑がみ」について，

コミュニティ回収及び古紙回収業者による回収，「小型金属類・スプ

レー缶」の定点収集日での回収を３つの柱とし，分別・リサイクルの

促進を図る。 

(ｴ) せん定枝の分別・リサイクル 

せん定枝について，資源ごみとして分別収集し，リサイクルの機会

の拡大を図る。 

(ｵ) 拠点回収 

・ 紙パック，乾電池，蛍光管等（次表参照）について，拠点回収を

実施し，リサイクルの機会の拡大を図る。 

＜拠点回収品目＞ 

品  目 拠点数 

紙 パ ッ ク 市内約 330 箇所 

乾 電 池 市内約 480 箇所 

使用済てんぷら油 市内約 1,900 箇所 

蛍 光 管 市内約 380 箇所 

リユースびん 市内約 160 箇所 

記憶媒体類（ＣＤ，ＤＶ

Ｄ，ビデオテープ等），

小型充電式電池，ボタン

電池，使い捨てライター，

水銀体温計・水銀血圧計，

インクカートリッジ，

古着類，刃物類，古紙，

雑がみ及び小型家電 

回収拠点数は品目によっ

て異なる。 

・ 市民による使用済てんぷら油の回収拠点の運営を支援し，回収容

器の設置等，市民と協働した回収拠点を更に拡大するとともに，ペ

ットボトルを使用した利便性の高い回収方法を組み合わせるなど，

回収機会と回収量の拡大を図る。回収した使用済てんぷら油は，全

量を廃食用油燃料化施設においてバイオディーゼル燃料に精製す

る。 

(ｶ) 移動式拠点回収 
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「出し方が分からない」などといった理由から捨てられないままに

なりがちな石油類や薬品などの「有害・危険ごみ」や，蛍光管，乾電

池，使用済てんぷら油などの「資源物」について，まち美化事務所が

公園や学校などの市民に身近な場所に出向き回収を行う「移動式拠点

回収事業」を実施する。 

※ 「有害・危険ごみ」と「資源物」を合わせた回収と，「資源物」

に特化した回収の２種類の手法により実施する。 

(ｷ) 生ごみのリサイクルの促進 

家庭から排出される生ごみの減量やリサイクルを推進するため，電

動式生ごみ処理機及び生ごみコンポスト容器の購入助成を行う。 

(ｸ) マーケット回収 

商業施設等の駐車場等を活用して古紙類，古着類などの回収を行う

団体等に対し活動経費を助成する。 

(ｹ) 業者収集マンションにおける分別排出及びリサイクル促進 

・ 許可業者が家庭ごみを収集しているマンション等については，市

収集と同様の資源ごみの分別排出，分別収集により再資源化を図る。 

なお，再資源化処理については，市施設により難い場合，補完的

に民間施設で処理することができる。 

・ 入居者に対し管理者等を通じて本計画に基づく排出方法の啓発活

動を実施する。 

ウ 事業ごみの分別・リサイクル 

(ｱ) 事業ごみの分別排出及びリサイクル促進 

排出事業者に対し，事業ごみの分別方法等について分かりやすく掲

載したパンフレット等を活用し，啓発を進めるとともに，大規模事業

所に対し，環境共生センターが中心となって，きめ細やかな指導啓発

を行う。また，一定規模の食品関連事業者に対する減量指導を強化す

る。 

不適物の搬入を防止するため，クリーンセンターにおける搬入物検

査を強化する。 

(ｲ) 魚アラのリサイクル 



14 

 

再資源化が可能な魚アラについては，排出事業者に対するリサイク

ルの普及啓発等を図るとともに，京都市魚アラリサイクルセンターで

再資源化を行う。 

(ｳ) 秘密書類及び給食用紙パックのリサイクル 

事業所から排出される秘密書類のリサイクルを促進するため，本市，

排出事業者及び回収業者との連携による回収事業を実施する。 

小学校給食用紙パックのリサイクルを促進するための回収事業を

実施する。 

(ｴ) 民間施設における事業ごみの再資源化 

事業ごみのうち，樹木せん定枝，廃木材，食品廃棄物等のリサイク

ルが可能なものについては，本市内及び本市周辺の民間施設における

再資源化の促進を図る。 

エ 大型ごみ等のリサイクル 

(ｱ) 市施設における再資源化 

大型ごみと持込ごみの一部については，処理過程において鉄分の回

収を行う。 

(ｲ) 特定家庭用機器廃棄物 

「特定家庭用機器再商品化法」（以下「家電リサイクル法」という。）

の対象である家電４品目（エアコン，テレビ，冷蔵庫・冷凍庫，洗濯

機・衣類乾燥機）については，適正にリサイクルされるよう，構築さ

れたシステムの利用を促進させるとともに，その普及啓発活動を実施

する。 

(ｳ) パーソナルコンピュータ 

「資源の有効な利用の促進に関する法律」（以下「資源有効利用促

進法」という。）の対象であるパーソナルコンピュータ（以下「パソ

コン」という。）については，適正にリサイクルされるよう，構築さ

れたシステムの利用を促進させるとともに，その普及啓発活動を実施

する。 

(ｴ) 小型家電 

「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律」の対象で
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ある使用済小型電子機器等（小型家電）については，適正にリサイク

ルされるよう，認定事業者への引渡しを促進させるとともに，その普

及啓発活動を実施する。 

オ 地域と連携したごみ減量の取組 

(ｱ) 落ち葉等の堆肥化活動支援 

地域で落ち葉等の堆肥化活動を行う住民団体に対し，活動経費を助

成する。 

(ｲ) 生ごみのコミュニティ堆肥化 

家庭で発生する生ごみをコミュニティ単位で設置した堆肥化装置

に各家庭から持ち込み，生成した堆肥を各家庭に還元するというバイ

オマス資源の小さな循環の輪をつくる事業を実施する。 

カ ごみ減量を促進する制度，普及啓発等 

(ｱ) 家庭ごみ有料指定袋制の実施 

家庭ごみのうち燃やすごみ，缶・びん・ペットボトル及びプラスチ

ック製容器包装については，ごみ減量，分別によるリサイクル等の促

進を図るため，有料指定袋制を実施する。 

バイオマスポリエチレン（サトウキビの非可食部等から生成）を使

用する取組を平成２９年度に試行実施し，ＣＯ２削減に効果が認めら

れること，強度等の品質に問題が無いことが確認できたため，平成 

３０年度から全種類の有料指定袋に拡大，本格実施する。 

(ｲ) 業者収集ごみの透明袋制の実施 

業者収集ごみ透明袋制を実施し，分別の徹底を図る。 

(ｳ) ごみ減量・リサイクルを推進する活動の支援 

市民・事業者・行政のパートナーシップのもと，ごみ減量・リサイ

クルを推進していくための組織である「京都市ごみ減量推進会議」及

び「地域ごみ減量推進会議」の活動を支援する。 

(ｴ) 普及啓発 

市民のごみ減量意識を高め，自主的な活動を促進するため，啓発冊

子などの広報媒体を用いた周知啓発や環境施設見学会「ごみ減量エコ

バスツアー」等を行うとともに，各区役所・支所に設置したごみ減量
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に関する相談等を行う拠点窓口において，市民への情報提供等の普及

啓発事業の拡充を図る。 

平成３０年度は新たに，日常生活において自らが実践した２Ｒや分

別の取組等について，ＳＮＳにて広く発信する大学生等を「大学生・

ごみ減量サポーター」として任命する「大学生・ごみ減量サポーター

事業」を開始し，各サポーターが大学生らしい発想を生かし，創意工

夫により友人等に向けて発信する内容を通じ，サポーターと同世代で

ある若年層の紙ごみ削減をはじめとしたごみ減量，分別・リサイクル

意識の向上，ごみ減量に資する行動の定着や実践の輪づくりを図る。 

(ｵ) 小学校での環境学習 

小学校給食から出る生ごみの飼料化を民間施設で実施するととも

に，全市立小学校４年生に対し，生ごみ減量に関する啓発物を，社会

見学等に合わせて配布する。 

(ｶ) 民間保育所等に対する生ごみ・落葉処理機の購入助成 

民間の保育所等から排出される給食残さ等の生ごみの減量やリサ

イクルを推進するとともに，幼児期における環境教育や保護者の環境

意識の向上を図るため，生ごみ・落ち葉処理機の購入助成を行う。 
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  収集・運搬計画 

ア 収集区域 

京都市内全域 

イ 収集・運搬に係る施設 

名称 担当行政区 所在地 

北 部 ま ち 美 化 

事務所 
北区及び上京区 北区上賀茂前田町 17 番地の 3 

東 部 ま ち 美 化 

事務所 

左京区及び中京区

（ 堀 川 通 よ り 東

側） 

左京区高野西開町 34 番地の 3 

山 科 ま ち 美 化 

事務所 

山科区及び伏見区

（醍醐管区のみ） 
山科区小野弓田町 3 番地 

南 部 ま ち 美 化 

事務所 

東山区，下京区及

び南区 
南区西九条森本町 50 番地 

西 部 ま ち 美 化 

事務所 

中京区（堀川通よ

り西側）及び右京

区 

右京区西院西貝川町 57 番地の 1 

西 京 ま ち 美 化 

事務所 
西京区 西京区樫原秤谷町 37 番地 

伏 見 ま ち 美 化 

事務所 

伏見区（ただし，

醍醐管区を除く） 
伏見区横大路千両松町 447 番地 

北積替所 

北区，上京区，左

京区，中京区及び

右京区 

上京区下清蔵口町 132 

山科積替所 
山科区及び伏見区

（醍醐管区のみ） 
山科区勧修寺閑林寺 83－8 
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ウ 収集するごみの区分及び排出・収集方法 

(ｱ) 家庭ごみ（「京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例」（以

下「条例」という。）第３９条関係（分別義務の対象とするもの）） 

ａ 定期収集 

概 要 

区分(収集主体) 
収集回数 排出方法※１※２ 収集方法 

燃やすごみ※３ 

(市) 

 

週２回。た

だし，精霊

送りの供物

及び年末年

始は，特別

作業の日程

による。 

 

ポリ袋（市長が指定

する袋（以下「指定

袋」という。）(22 ﾍﾟ

ｰｼﾞ*1)）により，原

則定点に排出。場合

により各戸排出。 

ただし，精霊送りの

供物は，供物受納場

所に排出 

原則，定点収

集。場合により

各戸収集にも

対応すること

がある。ただ

し，精霊送りの

供物は，供物受

納場所からの

収集 

(許可業者) 

排出者と許

可業者との

契約に基づ

き決定 

透明袋（無色透明又

は白色透明に限る）

により，契約に基づ

く場所へ排出 

契約に基づき

排出場所から

収集 

資 
 

源 
 

ご 
 

み 

缶・びん・

ペットボト

ル 

(市) 

週１回。た

だし，年末

年始は特別

作業の日程

による。 

ポリ袋（指定袋(23 ﾍﾟ

ｰｼﾞ*2)）により定点

へ排出 

定点収集 

プラスチッ

ク製容器包

装 

小 型 金 属

類・スプレ

ー缶  

月１回。た

だし，年末

年始は特別

作業の日程

による。 

透明袋（袋に「金属」

と記入又は「金属」

と書いた紙を貼る）

により定点へ排出 

定点収集 

缶・びん・

ペットボト

ル，小型金

属類・スプ

レー缶及び

プラスチッ

ク製容器包

装 

(許可業者) 

排出者と許

可業者との

契約に基づ

き決定 

透明袋（無色透明又

は白色透明に限る）

により，契約に基づ

く場所へ排出 

契約に基づき

排出場所から

の収集 

なお，運搬先を

民間資源化施

設とする場合

がある。 
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概 要 

区分(収集主体) 
収集回数 排出方法 収集方法 

大型ごみ 
申込みによ

りその都度 

電話による申込み

後，粗大ごみ処理手

数料券（シール）を

貼付し，指定された

場所へ排出 

指定場所にて

収集 

 

※１ 市が収集するごみについては，地域ごとに定める日の朝８時までに排出

することとし，排出日は，各まち美化事務所等に設置する「収集日マップ」

及び「こごみアプリ」等で市民に周知する。 

※２ 市収集の定点には，当該定点を最寄りの定点とする土地又は建物の占有

者（占有者がいない場合は，管理者。以下「占有者等」という。）であって，

当該区分の家庭ごみを許可業者が収集するマンションの居住者でない者に

限り排出することができ，事業ごみを排出してはならない。 

※３ 上表中「資源ごみ」，「大型ごみ」，次項１ ウ(ｱ)ｂ「資源化可能な紙ご

み」及び 22 ページ１ エ「収集しないごみ」 以外の家庭から排出される

ごみ 
 

ｂ 資源化可能な紙ごみ 

概 要 

区分 
収集回数 排出方法 収集方法 

新聞，ダンボール及び紙

パック 
随  時 

集団回収（コミュ

ニティ回収登録団

体その他団体と回

収業者との契約に

よる。）において登

録団体が指定する

場所又は回収業者

が指定する場所 

集団回収（コミ

ュニティ回収登

録団体その他団

体と回収業者と

の契約による。）

による回収又は

回収業者による

直接回収 
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概 要 

区分 
収集回数 排出方法 収集方法 

雑がみ※ 

随  時 

集団回収（コミュ

ニティ回収登録団

体その他団体と回

収業者との契約に

よる。）において登

録団体が指定する

場所又は回収業者

が指定する場所 

集団回収（コミ

ュニティ回収登

録団体その他団

体と回収業者と

の契約による。）

による回収又は

回収業者による

直接回収 

月１回（小

型金属類・

スプレー缶

の収集日） 

紙袋又は透明袋に

より定点へ排出 

定点収集後，回

収業者に引渡し 

※ 雑がみの定点には，当該定点を最寄りの定点とする占有者等であって，資

源ごみを市が収集する家庭の居住者に限り排出することができ，事業活動に

際して発生した雑がみを排出してはならない。 
 

備考：家庭ごみの収集運搬については，排出者の意向により，許可業者が行

うことがある。この場合は，収集回数，収集方法によらず，また，運

搬先を民間資源化施設とする場合がある。 

 

（参考１）拠点で回収する資源ごみ（12 ページ イ(ｵ)参照） 

リサイクルの機会の拡大を図るため，ａ，ｂに加えて拠点で回収を行って

いる資源ごみ｛ａのうち資源ごみ及び大型ごみ並びにｂに該当するもの（下

表の＊印の品目の一部）を除き，分別義務化の対象としない。｝ 

種 類 等 

古紙＊，雑がみ＊，紙パック＊，使用済てんぷら油，古着類，乾電池，ボタン

電池，小型充電式電池，蛍光管，水銀体温計・水銀血圧計，小型家電＊，記

憶媒体類，インクカートリッジ，リユースびん，刃物類，使い捨てライター，

陶磁器製の食器，せん定枝 

 

（参考２）せん定枝 

分別排出の機会を拡大するため，平成２９年度と同様に分別収集を行う。

（分別義務化の対象としない。） 
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概 要 

区分 
収集回数 排出方法 収集方法 

せん定枝 月１回 

透明袋又はひもで

しばって定点へ排

出 

定点収集後，民

間再資源化施設

へ搬入 

 

(ｲ) 事業ごみ（条例第３８条関係（分別義務の対象とするもの）） 

種 類 等 排出方法 収 集 方 法 

新聞，ダンボール，紙

パック及び雑がみ 

許可業者との契約に基づ

く場所又は回収業者が指

定する場所へ排出又は排

出事業者自らが運搬し民

間資源化施設へ排出 

許可業者が収集，回収業

者が直接回収又は排出

事業者自らが運搬 

上記（新聞，ダンボー

ル，紙パック及び雑が

み）以外 

産業廃棄物を混入させず

に透明袋（無色透明又は白

色透明）により許可業者と

の契約に基づく場所へ排

出又は排出事業者自らが

本市の焼却施設へ排出 

許可業者が収集又は排

出事業者自らが運搬 

 

（参考）事業ごみの再資源化（13 ページ ウ(ｲ)(ｳ)(ｴ)参照） 

事業ごみのうち，魚アラ，樹木せん定枝，廃木材，食品廃棄物等のリサ

イクルが可能なものについては，資源の有効利用を促進するため，本市又

は民間の再資源化施設でリサイクルされる場合がある。 

 

(ｳ) 不法投棄ごみ等の収集 

概 要 

区分 
収 集 回 数 収 集 方 法 

都市美化ごみ 随     時 

街頭ごみ容器に排出される

ごみや道路，河川，公園の

清掃によるごみ等，環境保

全上，市長が収集の必要性

を認めるものを市が収集 

不法投棄ごみ 随     時 不法投棄箇所から市が収集 
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エ 収集しないごみ（条例第３０条関係） 

区     分 品  目  の  例  示 

有害な物質を含む一般廃棄物 

二次電池（鉛蓄電池，ニカド電池等），ボ

タン型乾電池，ＰＣＢ使用部品，農薬の入

った容器等 

著しい悪臭を発生させる一般廃棄

物 
汚泥，腐敗した動植物性残渣等 

一般廃棄物の処理に従事する者に

危険を及ぼすおそれがある一般廃

棄物 

使用済注射針・注射器，ガスボンベ，消火

器，石油類の入った容器，塗料や溶剤の入

った容器，劇物・毒物等の薬品類，多量の

マッチ等 

体積又は重量が著しく大きい一般

廃棄物 

自動車，オートバイ，原動機付自転車，ピ

アノ，タイヤ，耐火金庫（50 ㎝角以上），

大型モーター，ドラム缶等 

家電リサイクル法に定めるもの 

家電リサイクル法第２条第５項に規定す

る特定家庭用機器廃棄物（ユニット形エア

コンディショナー，テレビジョン受信機

（ブラウン管式，液晶式及びプラズマ式の

もの），電気冷蔵庫並びに電気冷凍庫及び

電気洗濯機並びに衣類乾燥機） 

資源有効利用促進法に定めるもの 
パソコン（その表示装置であってブラウン

管式又は液晶式のものを含む。） 

（ただし，排出の方法によっては収集が可能となる一般廃棄物もあるため，そ

の排出方法については，環境政策局の指示に従うこと。） 

(*1) 燃(*1) 燃(*1) 燃(*1) 燃やすごみにやすごみにやすごみにやすごみに使用使用使用使用するするするする市長市長市長市長がががが指定指定指定指定するするするする袋 袋 袋 袋 

(*1)－ａ 燃やすごみ用指定ごみ袋 

容量 材質 色，文字等 製造者 

45 リットル 

 

高密度ポリエチ

レン 

黄色半透明 

燃やすごみ用 45 又は 

家庭ごみ用 45  

その他市長が指定する文字

等 

市 30 リットル 

 
同   上 

黄色半透明 

燃やすごみ用 30 又は 

家庭ごみ用 30  

その他市長が指定する文字

等 

20 リットル 

 
同   上 

黄色半透明 

燃やすごみ用 20 又は 

家庭ごみ用 20  

その他市長が指定する文字
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容量 材質 色，文字等 製造者 

等 

10 リットル 

 
同   上 

黄色半透明 

燃やすごみ用 10 又は 

家庭ごみ用 10  

その他市長が指定する文字

等 

5 リットル 

 
同   上 

黄色半透明 

燃やすごみ用 5 又は 

家庭ごみ用 5  

その他市長が指定する文字

等 

 

(*1)－ｂ ボランティア袋 

容量 材質 色，文字等 製造者 

45 リットル 
高密度ポリエ

チレン 

ナチュラル半透明 

公園・緑地ごみ，落ち葉用 

その他市長が指定する文字等 

市 

30 リットル 同   上 

ナチュラル半透明 

普通ごみ※用 

その他市長が指定する文字等 
市 

10 リットル 同   上 

ナチュラル半透明 

普通ごみ用 

その他市長が指定する文字等 

※ 日常生活から発生するごみの総称（ボランティア清掃等に収集されるごみ） 

 

(*2) 資源(*2) 資源(*2) 資源(*2) 資源ごみごみごみごみ（（（（缶缶缶缶・びん・ペットボトル・びん・ペットボトル・びん・ペットボトル・びん・ペットボトル及及及及びプラスチックびプラスチックびプラスチックびプラスチック製容器包製容器包製容器包製容器包

装装装装にににに限限限限るるるる。）。）。）。）等等等等にににに使用使用使用使用するするするする市長市長市長市長がががが指定指定指定指定するするするする袋袋袋袋 

(*2)－ａ 資源ごみ用指定ごみ袋 

容量 材質 色，文字等 製造者 

45 リットル 
低密度ポリエチ

レン 

無色透明 

資源ごみ用 45  

その他市長が指定する文字等 

市 30 リットル 同   上 

無色透明 

資源ごみ用 30 ， 

その他市長が指定する文字等 

20 リットル 同   上 

無色透明 

資源ごみ用 20  

その他市長が指定する文字等 
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容量 材質 色，文字等 製造者 

10 リットル 同   上 

無色透明 

資源ごみ用 10  

その他市長が指定する文字等 

 

(*2)－ｂ ボランティア袋 

容量 材質 色，文字等 製造者 

30 リットル 
高密度ポリエチ

レン 

ナチュラル半透明 

資源ごみ用 

その他市長が指定する文字等 

市 
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  中間処理計画 

ア 中間処理施設の概要 

(ｱ) 再資源化施設 

施設名称 対象品目 処理能力 所  在  地 

京都市南部資源

リサイクルセンター 

缶，びん及び

ペットボトル 
60ｔ／日 

京都市伏見区横大路 

千両松町 447 番地 

 

京都市北部資源

リサイクルセンター 

 

同   上 40ｔ／日 
京都市右京区梅ケ畑高

鼻町 27 番地 

京都市西部圧縮

梱包施設 

プラスチック製

容器包装 
60ｔ／日 

京都市西京区大枝沓掛

町 26 番地 

京 都 市 横 大 路 

学園 
同   上 20ｔ／日 

京都市伏見区横大路 

千両松町 277 番地 

京都市廃食用油

燃料化施設 
廃 食 用 油 5,000  ／日 

京都市伏見区横大路千

両松町 447 番地 

京 都 市 魚 ア ラ 

リサイクルセンター 
魚 ア ラ 33ｔ／日 

京都市伏見区横大路千

両松町 205 番地 

エム・アール・シ

ー 

缶，びん及び

ペットボトル 
4.96ｔ／日 

京都市南区上鳥羽麻ノ

本町 23 番地 2 

エヌズトランス 同   上 3.78ｔ／日 
京都市南区上鳥羽南鉾

立町 49 番地 1 

カンポ 
廃プラスチ

ック類 
445.4ｔ／日 

京都市伏見区羽束師古

川町 233 番地，403 番

地 1，403 番地 2 及び

635 番地 5 

小島養殖漁業生産組合

フィッシュミー

ル工場 

魚 ア ラ 300ｔ／日 
大阪府岸和田市臨海町

16 番 1 

ＪＡ京都中央 

コンポステーション 
樹木せん定枝 18.5ｔ／日 

京都市左京区静市静原

町 1092 番地の 2 

ヨードクリーン 同   上 

40ｔ／日 

（破砕） 

10.8ｔ／日 

（堆肥） 

京都市西京区樫原秤谷

町 39 番地の 1 ほか 
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施設名称 対象品目 処理能力 所  在  地 

りさいくる inn

京都 
木 く ず 95ｔ／日 

京都市南区東九条南松

田町 34 番地 

木材開発 同   上 290ｔ／日 
京都市伏見区横大路 

千両松町 45 番地1 の 2 

伏見クリエイト 同   上 93ｔ／日 
京都市伏見区久我西出

町 4 番地の 38 

ジェネス 同   上 16.8ｔ／日 
京都市南区上鳥羽石橋

町 16 

大剛 同   上 19.2ｔ／日 
京都府八幡市上奈良日

ノ尾１番地の７ 

京都有機質資源 食品廃棄物 126ｔ／日 
長岡京市神足落述 1 番

地 

カンポリサイク

ルプラザ 
同   上 50ｔ／日 

南丹市園部町高屋西谷

1 番地 

蔵尾ファーム 同   上 

20.4ｔ／日 

（解破乾燥） 

14.3ｔ／日 

（乾燥） 

大阪府枚方市春日西町

二丁目 22 番 15 号 

水口テクノスリ

サイクルセンタ

ー 

同   上 22.2ｔ／日 

滋賀県甲賀市水口町松

尾字松ノ本 362 番地の

28 

エム・シー・エス 同    上 26.4ｔ／日 
三重県伊賀市島ヶ原

8801 番地の 8 

イガ再資源化 

事業研究所 
同   上 85ｔ／日 

三重県伊賀市西之澤字

薄木谷 1486-6 

関西再資源ネッ

トワーク 
同   上 36ｔ／日 

大阪府堺市西区築港新

町四丁 2 番 5 

大栄工業 同   上 144ｔ／日 

三重県伊賀市真泥字東

山 5024－2，5024－3，

5024－4,5024－5 

カンポリサイク

ルプラザ 
汚   泥 140ｔ／日 

南丹市園部町高屋西谷

1 番地 

徳山産業 馬   糞 12ｔ／月 
大阪府高槻市大字原

3018 番 
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(ｲ) 破砕施設 

施設名称 型式 処理能力 所  在  地 

南部クリーンセンタ

ー破砕施設 

横型高速

回転破砕

機(スイン

グハンマ

式) 

240ｔ／6 時間 
京都市伏見区横大路

八反田 29 番地 

東北部クリーンセン

ター破砕施設 

多軸式低

速回転破

砕機（二

軸剪断

式） 

80ｔ／6 時間 
京都市左京区静市市

原町 1339 番地 

 

(ｳ) 焼却施設 

施設名称 型式 処理能力 所  在  地 

南部クリーンセンタ

ー第一工場 

全連続燃

焼式 

600ｔ／日 
京都市伏見区横大路

八反田 29 番地 

東北部クリーンセン

ター 
700ｔ／日 

京都市左京区静市市

原町 1339 番地  

北部クリーンセンタ

ー 
400ｔ／日 

京都市右京区梅ケ畑

高鼻町 27 番地 

 

(ｴ) その他の施設（余熱利用施設） 

施 設 名 称 余   熱   利   用 

南部クリーンセン

ター第一工場 
所内給湯，暖房，発電設備（8,800kW×1） 

東北部クリーンセ

ンター 
所内給湯，暖房及び発電設備（15,000kW×1） 

北部クリーンセン

ター 

所内給湯，暖房，発電設備（8,500kW×1）及び 

温水プールへの電力供給 
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イ 中間処理施設での受入（直接搬入の場合） 

(ｱ) 施設ごとの対象区域及び受入時間（直接搬入の場合） 

施設名称 対象区域 受入時間 備考 

南部クリーン

センター 

全  区 

午 前 ９ 時 か

ら 正 午 ま で

及 び 午 後 １

時 か ら 午 後

４ 時 ３ ０ 分

まで 

第２，４土曜

日 以 外 の 土

曜日，日曜日

及 び 年 末 年

始 休 業 日 は

受入れない。 

東北部クリー

ンセンター 

（直接搬入する場合は，事前に施設ごとに定められた搬入申告書に必

要事項を記入し，提出すること。可燃物，可燃物のうち大型のもの及び

不燃物に区分して，それぞれ処理施設に搬入すること。ただし，例外的

に北部クリーンセンターへ搬入を行う場合は，環境政策局の指示により

行うものとする。） 

 

(ｲ) 受入基準（条例第３５条及び「京都市廃棄物の減量及び適正処理等

に関する規則」第１４条関係） 

施 設  受入基準（搬入してはいけない廃棄物） 

全施設 

 

本市の区域外において生じた廃棄物 

 

家電リサイクル法第２条第５項に規定する特定家庭用機器廃

棄物 

資源有効利用促進法に規定するパソコン（その表示装置であ

ってブラウン管式又は液晶式のものを含む。） 

資源化可能な紙ごみ（新聞，ダンボール，紙パック及び雑が

み） 

産業廃棄物 

有害な物質を含む廃棄物 

著しい悪臭を発生させる廃棄物 

爆発又は引火のおそれがある廃棄物 
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施 設  受入基準（搬入してはいけない廃棄物） 

可燃物※１で体積又は重量が著しく大きい廃棄物 

全施設 

不燃物※２で容易に飛散し，又は流出するおそれがある廃棄物 

その他本市の実施する一般廃棄物の処理に著しい支障を及ぼ

すおそれがある廃棄物 

焼 却 施 設 及

び破砕施設 

条例別表第１備考１に規定する特定資源ごみのうち，再生利

用をすることができるもの 

特 定 の 廃 棄

物 の 再 生 を

目 的 と す る

施設 

当該特定の廃棄物以外の廃棄物 

※１：金属部を除いた家具，生ごみ，紙くず等のそのまま燃えるごみ 

※２：ガレキ類，ガラス類，陶磁器類，レンガ，ブロック等の燃えないごみ 

 

  最終処分計画 

ア 最終処分施設の概要 

施 設 名 称 全体面積 埋立面積 埋立容量 所 在 地 

東部山間埋立処分

地（エコランド音

羽の杜） 

1,560,000

㎡ 

240,000

㎡ 

4,500,000

ｍ3 

京都市伏見区

醍醐上山田ほ

か 

大阪湾圏域広域処

理場 
  

222,198 

ｍ3 

（京都市割当分） 

大阪港及び神

戸港 

イ 最終処分施設での受入（直接搬入の場合） 

排出者等からの直接搬入は受け入れない。 
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２ 犬，猫等の死体 

  収集・運搬，中間処理及び最終処分計画量 

区分 

収集・運搬 
中 間 処 理 最終処分 

焼    却 埋 立 

主体 
収集・

運搬量 
主体 搬入量 残渣量 

主

体 
処理量 

犬，猫等

の死体 
市 

10,000

体／年 

市中央

斎場 

10,000

体／年 

2.5 

ｔ／年 
市 

2.5 

ｔ／年 

実験用

動物の

死体等 

許可業者 

28.6 

ｔ／年 

許可業

者(*3) 

28.6 

ｔ／年 

許可業者(*3)

（精製骨粉と

してリサイク

ル） 

1.1ｔ

／年 

23.0 

ｔ／年 

許可業

者(*4) 

23.0 

ｔ／年 

1.2 

ｔ／年 

大阪湾

広域処

理場 

1.2 

ｔ／年 

   (*3)(*3)(*3)(*3) 岐阜県海津市の許可業者 

   (*4)(*4)(*4)(*4) 兵庫県猪名川町の許可業者 

 

  収集・運搬の概要 

   概 要 

種 類 
収  集  回  数 収 集 の 方 法 

犬，猫等の死体 申込みによりそのつど 各 戸 収 集 

実験用動物の 

死体等 

排出者と許可業者との

契約に基づき決定 
許 可 業 者 が 収 集 

 

  施設の概要 

施 設 名 称 形 式 処理能力 所  在  地 

中央斎場（動物炉） バッチ式 4.2ｔ／日 
京都市山科区上花山旭

山町 19 番地の 3 

美濃ラボ 

（動物汚物焼却炉） 
固定式 3 ｔ／日 

岐阜県海津市今尾 1195

番地の 1 

猪名川動物霊園 バッチ式 1.9ｔ／日 
兵庫県川辺郡猪名川町

清水字前谷 51 番地 2 
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３ し尿及び浄化槽汚泥 

  収集・運搬及び処理計画量 

区分 
収集・運搬 処   理 

主体 量 対象世帯数 方法 量 

し   尿 市 
8,240 

k ／年 
3,535 世帯 

下 水 道 投

入 

8,240 

k ／年 

浄化槽汚泥 許可業者 
7,760 

k ／年 
2,872 世帯 

下 水 道 投

入 

7,760 

k ／年 

  収集・運搬の概要 

    概 要 

種 類 
収  集  回  数 収 集 の 方 法 

し 尿 概 ね 月 ２ 回 各 戸 収 集 

浄 化 槽 汚 泥 排出者と許可業者との

契約に基づき決定 
許 可 業 者 が 収 集 

（し尿収集については，し尿収集車による作業が実施できない場所での

収集は行わない。また，下水道処理区域となって３年を経過した地区にお

いては，概ね２０日ごとに収集を行う。） 

  前処理施設の概要 

施設名称 形  式 処理能力 所   在   地 

し尿前処理施

設 

 

下水道投入

方式 

 

77k  

／日 

 

京都市南区西九条森本町 83 番

地 

 

（環境政策局循環型社会推進部ごみ減量推進課）


